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１．背景

○教育基本法 第３条 （平成１８年１２月改正）

国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわ
たって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生
かすことのできる社会の実現が図られなければならない。

○中央教育審議会 答申 （平成２０年２月）

人々は自己の充実・啓発や生活の向上のため適切かつ豊かな学習の機会を求めており、こ
れらの学習は各人がその自発的意思に基づいて行うことを基本とし、必要に応じ自己に適し
た手段・方法を自ら選んで生涯を通じて行うものであり生涯学習と呼ぶのがふさわしい

・生涯学習社会に対応する学習機会の提供に関する事項
・生涯学習環境の整備と充実に関する事項
・市民と行政の協働による生涯学習の推進に関する事項

○計画に盛り込む内容

１

○第１次生涯学習推進基本計画策定
平成１３年３月

年（３月末） 人口 男 女

平成１３年 ６５，０９５ ３１，６１２ ３３，４８３

平成１８年 ７２，２５４ ３４，９６８ ３７，２８６

平成２３年 ７６，２６３ ３６，６４０ ３９，６２３

平成２６年 ７８，１５２ ３７，５２０ ４０，６３２



２．基本的位置づけ

○特徴として次の２点があげられる

基本計画は、「地域で人々が幸福に暮らすことのできる環境づくり」をめざすもの
であるということができる。そのためには、教育政策のみならず、まちづくり各分野
との連携のもと、総合的な市民の暮らし環境の向上を目指す視点が必要となってくる。

・総合化

まちづくりの最上位計画である総合計画、地域福祉計画、障害者福祉計画、高齢者福
祉計画、児童福祉計画及び環境基本計画等の計画が策定されている。したがって、既存
の各分野の計画を包含することなく、各分野の総合化を推進していく役割が求められて
いる。

・市民参加

各種法令の中には、計画の策定が市民参加によってなされるべきことが明記されてい
る場合もあるが、市民参加を欠いて作られた計画は本市がめざす市民協働のまちづくり
に当たらないと考えられる。
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３．策定に向けての基本的留意点

○生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律 第２条

①基本計画の目標

②基本計画に盛り込むべき事項

国及び地方公共団体は、生涯学習の振興のための施策を実施するに当たっては、学習に関
する国民の自発的意志を尊重するよう配慮するとともに、職業能力の開発及び向上、社会福
祉等に関し生涯学習に資するための別に講じられる施策と相まって、効果的にこれを行える
よう努めるものとする。

・生涯学習社会に対応する学習機会の提供
・生涯学習環境の整備と充実
・市民と行政の協働による生涯学習の推進

・生活課題の達成への住民等への積極参加
・生活関連分野との連携
・サービスの総合化の確立

以上のことからも、次のような考え方を示す必要がある。

３



４．計画期間

基本理念 ・・・市民が地域で安心して学習し暮らすことのできる環
境づくりのための基本的理念を表すものとし、同時
に香芝市基本構想との整合性をとったものとする。

基本目標 ・・・基本理念達成のためのめざすべき目標として３～５
点程度を設定する。

具体的方策・・・基本目標達成のための具体的方策として、それぞれ
の基本目標ごとに現状と課題を設定し、その解決策
としての具体的な取り組み内容とする。

生涯学習推進基本計画策定委員会（学識経験者、社会教育関係団体、公募市民等）
生涯学習推進基本計画懇話会 （生涯学習活動を展開している社会教育関係団体）
庁内会議（企画政策課、市民衛生課、市民協働課、商工振興課、子育て支援室、社会福祉課、保健センター、介護福祉課他）
学識経験者の関与（連携協定を締結している大阪樟蔭女子大学、畿央大学、帝塚山大学）

基本理念

基本目標

具体的取り組み

策定期間 平成２６年度
計画期間 平成２７年度～平成３１年度までの５年間
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５．計画の構想

６．策定体制



７．計画策定に向けての主要な実施事項

①市民意識調査

②関連団体ヒヤリング

③各種データ分析

各種の福祉関係等のデータ、人口動向など、基本計画策定にあたっての香芝市の状況
について現状把握及び将来予測を行う。

社会教育関係団体をはじめ計画策定に向けて、関係の深い福祉団体等を対象にヒアリ
ング及び簡単なアンケートを実施

・住民基本台帳から無作為抽出（約２，０００件）
・内容 市民の日常の生活課題

生涯学習サービスについて
教育のまちづくりについて
市民活動について

・実施時期 平成２６年８月～９月頃
※結果集計・分析については、業者委託を想定（アンケート設問の設定は教委で実施）
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